
月例経済報告

一景気は、弱含み－

平成13年4月13日

内閣府

［参考］先月からの主要変更点

3 月 月例 4 月 月例

．基調判 断 景気の改善に．足踏みがみ られる。 暑気は、粥含んでいる。

・ アメ lJ 力経済 の減 速か ら輸出 が減少 アメ リカ経済 の減 速か ら輸 出が 減少

し、 それに伴 い、生産が このところ弱 し、それに伴 い、生産が減少 している。

含ん でいる。 ・　 企業書貯雪の白子師 1i夏に向けた動 きは

・ 集 業事 は これ まで の最高 水準 で推移 なお続いてい るが、 この ところ弓弓まっ
上ム 個人消豊 はおおむ ね横ばいの状態 ている。設備 投資は増加 しているが．

が続いている。 企業収益の伸 びが鈍化 し．企業の業況

・ 企業収義 や設備埼皆は増加 してお り、 判断は製i専業 を中心に急速に悪化 して

自律 的団 i宴に向 け た動 きは続 いて い 主上壷．。

亙。

先行 きに ついては、アメ リカ経済の減速や

設備投資 に鈍化の兆 しなど、悪念すべき点が

・　 集業容は吉水準 で経絡 し、個人消 蓋は

おおむね楓 乱 1の状態が続 いている。

先行きについては、アメ リカ経済の減運 や

み られる。 設備授資に鈍化の兆 しなど、悪念すべき点が

み られる。

政策 態度 政府 は、経済を自律的国復軌道に確実に乗 政府は、経済 を自律的国子夏軌道に確実 に乗

せるため、引き続き景気回復 に軸足を置きつ せるため、引き続き景気回復 に軸足 を置きつ

つ、我カ 国経済を引世紀にふ さわ しい構造に つ、我が国経済を 2 1 世紀にふ さわしい横道 ‾

改革す る。 に改革する。

政府 としては、引き続 き平成12毎l雪補正予 政府 としては、政府 ・与覚緊急経酒対策未
蔓等の善事な害鹿を阿 る．また、‾平成13在庁 郁等での議論 を経書まえ、4 月 6 円に、①舎融 ‘
丑算について その早期成立 I‾こ努め1 新年度 再生 と産業再 牛、℡証薯市境の精通改量．③

における適切 な執行を図ることとする｛さら 都市の再牛．十地の流勧化　 等 を梓 とした撃
に．政府 ・与粟緊急鰻 茸対策本書を発足させ 急経 首相葉を 真夏 し差＝ところ．であ り、その昔

左。 宴な実行に写写める。

なお、日本銀行においては、無担保 コール なお、 日本銀行においては、 3 月19日に、

レー ト 〔オー バーナ イ ト物） の音義導 日揮 を 費的指標 を主 た る操 作 白檀 とした金融 市塙

0．25％か ら8 ．15矧 こ引 き下げる とともに、公 調節方式の採用に踏み切 り．持続的な物価下

豆歩 合 を毎8．35 ％か ら年 0・2即引こ引 き下 げ 活が終結するまでし　宴嘗的にゼロ金利政策の

左。 右す る効 果を宴規す る政策を継続す る措置

互譲止 。



生産 このところ弱含みとなっている。＿ 減少している。

企業収益 引き続き大幅に増加している。 これまでの言い伸びが堰酎ヒしている。

．業況判断 改善に足踏みがみられる。 製達業を中心に急速に粟化している。

雇用 依然として厳しい。完全失業率がこれまでの 依然として厳しい。完全失業率が吉永塗で＃

房吉水準で樟枯し∴求人の増加繹睡1にも屏踏

みがみられる。

緒し、求人も弱含んでいる。

住宅建設 おおむね樟ぽいとなっている。 出羞血となっている。

（注）　下線部は先月から変更した部分
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平成13年4月

総論

（我が国経済の基調判断）

景気は、弱含んでいる。

J

・アメリカ経済の減速から輸出が減少し、それに伴い、生産が減少している。

・企業部門の自律的回復に向けた動きはなお続いているが、このところ醇まってい　　J
る。設備投資は増加しているが、企業収益の伸びが鈍化し、企業の業況判断は製造

業を中心に急速に悪化している。

・失業率は高水準で推移し、個人消費はおおむね横ばいの状態が続いている。

先行きについては、アメリカ経済の減速や設備投資に鈍化の兆しなど、懸念すべき

点がみられる。

（政策の基本的態度）

政府は、経済を自律的回復軌道に確実に乗せるため、引き続き景気回復に軸足

を置きつつ、我が国経済を21世紀にふさわしい構造に改革する。



政府としては、政府・与党緊急経済対策本部等での議論を踏まえ、4月6日に、（1）金

融再生と産業再生、（2）証券市場の構造改革、（3）都市の再生、土地の流動化、等を

柱とした緊急経済対策を決定したところであり、その着実な実行に努める。

なお、日本銀行においては、3月19日に、量的指標を主たる操作目標とした金融

市場調節方式の採用に踏み切り、持続的な物価下落が終結するまで、実寅的にゼ

ロ金利政策の有する効果を実現する政策を継続する措置を講じた。

も　　各論

1．消費・投資などの需要動珂　二

個人諸費は、一時的な要因もあって、年末に比べれば増加しているもめの、おおむ

ね横ばいの状態が続いている。

個人消費は、需要側統計である家計調査でみると、平成13年2月は、気候要因に

よる暖房用燃料などの需要増や家電リサイクル法施行前の駆け込み需要もあって、

前月と比べ増加している。また、購入頻度の低い高績商品等による振れの除去と国

民経済計算との概念調整を行うために、自動車等購入、住居、仕送り金等を除いた

ベースでみても、3ケ月連続で増加している。

販売側統計をみると、小売業販売額やチェーンストア売上高は改善の動きがみられ

る。＿家電販売金額は、パソコン販売が伸び悩んだものの、家電リサイクル法施行前の

駆け込み需要などもあって引き続き前年を上回っている。旅行は、国内旅行が前年

割れとなったものの、海外旅行は前年を上回っており、総じてみれば引き続き好調に

推移している。

一方、百貨店販売額は雪乳ヽ動きが続いており、新車販売台数は年初から伸び悩ん

でいる。

こうした需要側、販売側の動向を総合してみると、個人消費は、気候要因や家電リ

サイクル法施行前の駆け込み需要などの一時的な要因もあって、年末に比べれば増

加しているものの、おおむね横ばいの状態が続いている。

個人消費の動向を左右する家計収入の動きをみると、定期収入が2ケ月連続で減少

となるなど弱い動きがみられ、2月は現金給与総額、実質賃金とも前年割れとなっ

た。



設備投資は、増加している。当面は堅調に推移すると見込まれるものの、先行きに

ついては鈍化の兆しがみられる。

設備投資は、平成11年末に持ち直しに転じて以降増加基調が続いており、景気を支

える要素となっている。これまで電気機械を中心とする製造業から他の業種へと広が

りをみせながら増加してきた。「法人企業統計季報」でみると、10－12月期は、製造

業は増加を続け、非製造業も前年比プラスに転じている。また、1－3月期についても、

機械受注や資本財出荷の動きなどから、増加基調が続いているとみられる。

設備投資の先行きについては、先行指標である機械受注が、昨年後半は増勢が続

いていたため、当面は堅調に推移すると見込まれる。しかしながら、日銀短観の平成

13年度設備投資計画において非製造業を中心に減少が見込まれていること、1－3

月期の機械受注が減少の見通しとなっていることなど、先行きについては鈍化の兆し

がみられる。

住宅建設は、弱含みとなっている。－

住宅建設は、平成11年以降おおむね年率120万戸前後で推移してきたが、直近の

動きをみると、マンション着工の大幅増などにより12月に増加した後、2ケ月連続で

減少し、2月は年率113．5万戸となった。12ケ月振りに持家、貸家、分譲住宅の全

てが前月比で減少し、全体の水準を押し下げた。

また、住宅金融公庫融資の申し込み戸数が減少していることなど、先行き、住宅着工

を減少させる要因もみられる。

公共投資は、総じて低調に推移している。

公共投資は、公共工事請負金額が昨年6月以降継続して前年を下回るなど、総じて

低調に推移している。平成12年度の公共事業関連予算の動向をみると、国において

は、前年度の予算が比較的高水準であったため、補正後予算は前年度の規模を下

回っている。地方においては、厳しい財政状況から投資的経費を抑制する動きが続

いている。

工事の受注動向をみると、10月以降前年を上回る動きがみられ、前年を下回ってい

る指標についてもマイナス幅は年度前半に比較して縮小していた。これは、平成11

年度が前倒し執行を実施した後に反動で低調な動きとなったのに対し、平成12年度

は前倒し執行をしておらず、年度内での発注時期の差異による影響が考えられる。し

かし、年度内での発注時期の差異がおおむね解消されてきたことから、2月の受注に

は再び前年を大きく下回る指標がみられる。

1－3月期の公共投資については、比較的高水準であった前年度に比べれば、総じ

、ヽ

〕



て下回って推移すると見込まれるが、1り引こ編成された補正予算による下支え効果

が本格的に発現するものと考えられる。

謹皇は、減少している。塵Aは、伸びが鈍化している。貿易・サ⊥ビス収支の黒字は、

減少している。

輸出は、アメリカ向けはアメリカ経済の減速の影響から、EU向けは既往のユーロ安

の影響から、それぞれ減少している。また、アジア向けはアメリカやアジアの景気減

速を背景として、アジアNIEs向けを中心に急速に減少しており、輸出全体としても減

少している。今後は、アメリカ経済の減速が持続した場合、我が国輸出の下押し要因

として作用するものと見込まれる。

輸入は、平成11年初めから増加基調を続けてきたが、これまでの増加を牽引してき

た汀関連財を中心とした機械機器が減少していることなどから、全体の伸びが鈍化し

ている。EUからの輸入は既往のユーロ安の影響から増加傾向にあるが、足元での

伸びにはやや一服感もみられる。アジアからの輸入は増加テンポが緩やかになって

おり、アメリカからの輸入は弱含みで推移している。

国際収支をみると、輸出数量が減少していることから二貿易・サービス収支の黒字は、

基調としては減少している。しかし、2月単月では、輸入金額が大幅に減少したことを

主因に、黒字額は大幅に増加した。

皐，＿傘業務動と澤用情勢

生産は、減少している。

鉱工業生産は、平成11年初めの景気回復初期から増加基調を続けてきたが、平成

12年秋頃から増加のテンポが緩やかになり、このところ減少している。輸出が減少し

ていることに加え、この影響等により汀関連品目の生産も減少に転じたことが要因で

ある。

生産の先行きについては、3月は減少、4月は増加が見込まれているが、3月が見

込み伸び率どおりに推移した場合、1－3月期は前期比で大幅な減少に転じることに

は留意しておく必要がある。

鉱工業の在庫は、全体としてはおおむね横ばいで推移しているが、半導体需給の

緩和等により生産財の在庫の増加が続いている。

第3次産業活動の動向をみると、おおむね横ばいで推移している。

傘業収拳は、これまでの高い伸びが鈍化している。また、企葦の業況判準は、製造

業を中心に急速に悪化している。



企業収益は、平成11年以降改善しており、特に平成12年半ば以降は大幅な改善

が続いていた。今回の改善の背景としては、企業のリストラ努力が挙げられるが、製

造業において売上高が伸びていることや、非製造業において平成12年初までは変

動費を削減してきたことも大きく寄与していた。しかし、日銀短観によると平成12年度

下期から平成13年度上期にかけて、伸びが鈍化する見込みとなっている。

企業の業況判断は、日銀短観をみると、電気橡械等の製造業を中心に急速に悪化し

ている。大企業・中小企業、製造業・非製造業別にみても、それぞれ悪化がみられ

る。

倒産件穀は、やや高い水準となっている。

2月の倒産件数は、東京商工リサーチ調べで1，460件となるなど、やや高い水準

となっている。原因別にみると、いわゆる「不況型倒産」（販売不振、赤字累積、売掛

金回収難を主因とする倒産）が7割前後と大きな割合を占めている。業種別にみると、

建設業や卸小売業などの倒産が増加している。

雇用情勢は、依然として厳しい。完全失草率が高水準で推移し、求人も弱含んでい

る。

完全失業率は、2月は4．7％とやや低下したものの、依然として高水準にある。

また、これまで続いてきた雇用情勢の改善の動きは足踏み状態にあり、先行きを懸

念すべき動きもみられる。新規求人数は、前年同月比でみると引き続き増加となって

いる（2月前年同月比13．1％増）が、前月比では2ケ月連続で減少した（2月前月比

1．9％減）。生産の動きを反映して最近減少がみられている製造業の残業時間は、4

ケ月連続で前月比減となった。企業の雇用過剰感も、製造業では強まっている。

3．物価と金融情勢

国内卸売物価、消費者物価は、ともに弱含んでいる。

国内卸売物価は、電気機器や鉄鋼の下落などにより、平成13年入り後弱含んでい

る。3月は、石油・石炭製品などが上昇したものの、鶏卵などの食料用農畜水産物が

前月上昇した反動で下落したほか、電気機器や一般機器などが値下がりしたことか

ら、前月比0．1％の下落となり、前年比でみても0．5％の下落とマイナス幅を拡大し

ている。輸出物価（円ベース）は、契約通貨ベースでは電気機器（集積回路）を中心に

値下がりしたものの、円安の影響を受けて上昇した。輸入物価（円ベース）は、契約通

貨ベースで原油などが上昇したことに加え、円安の影響を受けて上昇した。なお、企

‾ヽ
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業向けサービス価格は、前年同月比で下落が続いている。

消費者物価は、繊維製晶や外食の下落などにより、平成12年秋以降弱含んでいる

（生鮮食品を除く総合：2月前年同月比0．6％下落）。なお、3月の東京都区部では、

前年同月比下落幅は前月と同じであった（同：3月前年同月比1．1％下落）。

こうした動向を総合してみると、持続的な物価下落という意味において、緩やかなデ

フレにある。

金融情努については、短期金利は、2度にわたる日本銀行の金融緩和措置を受けて、

大幅に低下した，。

短期金利についてみると、オーバーナイトレートは、3月は、2月未の誘導目標水準

の引下げ（0．25％から0．15％へ）により、中旬まで0．15％前後で推移し、その後

も　㌫票票㌫雲票票禁慧孟霊宝霊一書票ぎ
低下した。長期金利は、景気の先行きを懸念する市場の見方などもあって、昨年秋よ

り低下基調で推移しており、3月は、日本銀行の金融緩和措置などを受けて大幅に

低下した後、下旬には上昇した。

株式相場は、昨年春より下落基調で推移している。3月は、月半ばにかけて、東証株

価指数（TOPIX）で99年3月以来の水準まで下落（日経平均株価は1万1，819円ま

で下落）したが、不良債権処理の進展に対する期待等もあって、その後やや持ち直し

ている。

対米ドル円相場は、昨年末から円安が進み、3月は99年5月以来の水準となる124

円台まで下落した。対ユーロ円相場は、昨年末からユーロ独歩高が進んできたが、3

月は一進一退で推移した。

M2＋CD（月中平均残高）は、昨年後半以降、おおむね前年同月比2．0％増程度で

推移してきたが、年明け以降、郵便貯金からの資金シフト等を受けて、やや伸び率を
高めている（3月速報：前年同月比2．6％増）。民間金融機関の貸出（総貸出平残

前年比）は、96年秋以来マイナスが続いており、企業の資金需要の低迷などを背景

に、依然低調に推移している。貸出金利は、ゼロ金利政策解除後緩やかに上昇して

きたが、2月はやや低下した。

なお、日本銀行は、3月19日の金融政策決定会合において、金融市場調節に当たりこ

主たる操作目標をこれまでの無担保コールレート（オーバーナイト物）から日本銀行

当座預金残高に変更し、当面、日本銀行当座預金残高を5兆円程度に増接すること

を決定した。また、これに併せて、新しい金融市場調節方式は、消費者物価指数（全

国、除く生鮮食品）の前年比上昇率が安定的にゼロ％以上となるまで継続するととも

に、必要に応じて、日本銀行が保有する長期国債の残高（支配玉＜現先売買を調整

した実質保有分＞ベース）は銀行券発行残高を超えないとの条件の下、長期国債の



買い入れを増額することが決定された。、

4．海外経済

ヱ捜左の景気は、昨年末に比べれば減速は緩やかになっているものの、株価下落

などで先行きに不透明感がある。Z芝Zでは景気の拡大テンポは鈍化している。

世界経済をみると、全体として成長に減速がみられる。

アメリカでは、耐久財消費や住宅投資などに底堅い動きがみられるものの、企業収益

の悪化から設備投資が抑制されているなど、内需は緩やかな伸びにとどまっている。

一方で、消費者心理や企業の景況感に下げ止まりの兆しもみられる。製造業では、

在庫調整が進むなかで、生産活動が停滞し雇用調整が行われているが、建設業、サ

ービス業等では雇用の拡大が続いている。景気は、昨年末に比べれば減速は緩や

かになっているものの、株価下落などで先行きに不透明感がある。

ヨーロッパをみると、ドイツでは、景気は緩やかに拡大している。フランスでは、固定投

資が内需の伸びを支え、景気は安定した拡大を続けている。イギリスでは、原油生産

の減少はみられるものの、景気は安定した拡大を続けている。

アジアをみると、中国では、景気の拡大テンポはやや鈍化している。韓国では、生産

や個人消費の伸びの鈍化に加えて、輸出の伸びが鈍化したことから、景気は減速し

ている。

金融情勢をみると、アメリカでは、3月20日に短期金利の誘導目標水準が0．5％ポ

イント引き下げられ、5．00％とされた。イギリスでは、4月5日に政策金利が0．2

5％ポイント引き下げられ、5．50％とされた。

国際商品市況をみると、景気減速による需要減少の見通しなどから原油価格は下落

基調で推移した。

J

J
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玲月のトピックl　確りがみられる企業部門

も

も

1．百本銀行「盆景短期荏溝観潮調査」く短観、3月調査）によると、生産が減少したこと
もあり、業況鞘断D．I．は製遺業中心に急選に悪化しているく四①）。

2．また、企貫収益については、肘詣省「法人企菜統計軍報Jによると平成12年川－12月期
の経常町立は前年同月比31．9％の高い伸びとなったが、日銀短観によると、平成12年度
下期から平成は年度上期にかけて伸びが低下する見込みとなっている（国⑳）。

3．大幅に増加していた企業収益の伸びが低下することが、今後設備投資や雇膚等に影響し
てくることが懸念される。

①某現鞘断D．Lと舵工業生産
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（備考）　1．日表題行r企業監期珪溝額測調査」、甥漣産業省r韮工業拍数」により作成．

2．業況判析D．l．は童画企業、皇況楳・全産業．
3．シャドー都lま景気指追期．

◎種常村益相銀僅頓と法人軍報）
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（備考）　1．日永錮fi r企業短期控；事離別調査」、酎鶉省r法人企真宗汁車載」により作成．

2．日賃悲観の平成12年嵐13年度計画は悪法予想であり（点陰部）、手引と下期計画について

は3月調査から6月調査にかけて東城が上方愕正されることが争い点には、留意する必要が

ある．
3－　日東陪観の平成12年度下期の想定為替レートは1ドル＝109．掴円であ刃、さらに進ふた

円安が胞出企業の収益を押し上げる可能性もある，



注）

＜個人消費＞

総務省「家計調査」の全世帯実質消費支出は、平成13年1月季節調整済前月比1．

4％減の後、2月（速報値）は同2．3％増（前年同月比0．1％増）となった。

家計調査の全世帯実質消費支出（除く自動車、住居、仕送り金等）は、2片（速報値）

は季節調整済前月比1．7％増（前年同月比2．0％滅）となった。

経済産業省「商業販売統計」の小売業販売額は、2月（速報値）は季節調整済前月比

0．5％増、前年同月比0．6％滅となった。

チェーンストア売上高（日本チェーンストア協会調べ）は、2月は、前年同月比6．21払

減（店舗調整後）（季節調整済前月比0．4％増（店舗調整前））となった。

家電小売金籠（日本電気大型店協会調べ）は、1月前年同月比9．5％増の後、2月

は同2．5％増となった。

大手旅行業者13社取扱金額の2月は、前年同月比で国内旅行が2．8％減、海外旅

行が同3．5％増となった。‾

商業販売統計の百貨店販売額は、2月（速報値）は、前年同月比3．1％減（店舗調

整後）（季節調整済前月比0．9％増（店舗調整前））となった。

乗用車（含軽）新車新規登録・届出台数は、2月は前年同月比0．2％減の後、3月

（速報値）は同0．7％増となった。

厚生労働省「毎月勤労統計調査」によると、現金給与総額は、事業所規模5人以上で

は、1月前年同月比1．3％増の後、2月（速報値）は同0．2％減（事業所規模30人

以上では同0．4％増）となり、うちきまって支給する給与は、2月（速報値）同0．2％

、ヽ

〕

減（事業所規模30人以上では同0．6％増）となった。実質賃金は、事業所規模5人

以上では、1月前年同月比1．3％増の後、2月（速報値）は同0．2％減（事業所規模　　J

30人以上では同0．4％増）となった。

＜設備投資＞

10－12月期の設備投資を財務省「法人企業統計季報」（全規模全産業）でみると、

前年同期比で7．1％増（うち製造業10．4％増、非製造業5．7％増）となっている。

経済産業省「通産続計」により資本財出荷（除く輸送梯械）をみると、季節調整済前月

比で1月は3．8％滅（前年同期比11．9％増）の後、2月は0．7％増（前年同期比7．

9％増）となっている。

日本銀行「企業短期経済観測調査」（3月調査）により設備投資の動向（ソフトウエア

を除く）をみると、大企業の平成13年度設備投資計画は、・製造業で前年度比2．3％

増、非製造業で同9．5％減となっており、全産業では同4．7％減となった。また、中



小企業では製造業で同22．9％滅、非製造業で同20．7％減となっており、全産業

では同21．3％減となった。

機械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前月比で1月接11．8％滅（前年同

月比0．8％増）の後、2月は5．0％増（同5．9％増）となり、一進一退め傾向が続い

ている。なお、1－3月期（見通し）の機械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済

前期比で6．4％減（前年同期比7．5％増）と見込まれている。

民間からの建設工事受注（50社、非住宅）は、1月は季節調整済前月比4．7％滅

（前年同月比31上5％滅）の後、2月は同7．4％増（同7．7％減）となっている。

＜住宅建設＞

も　莞票慧雷雲豊霊慧慧票票慧票票豊、
を利用した持家の着工（同）は、12月に4．4％滅、1月に24．8％滅、2月に0．3％

減となった。さらに、共同建分譲住宅の着工（同）は、12月に27．4％増、1月に34．

1％減、2月に4．1％増となった。

住宅金融公庫を利用した持家の着工（全体の新設住宅麗工の約15％）の先行指標

である公庫への融資申込み戸数（個人向けマイホーム新築資金）は、第2回募集（受

付期間：8月7日－9月22日）に51，192戸（前年同回比42．1％滅）となった後、第

3回募集（受付期間：10月30日－12月22日）は35，486戸（同4．5％滅）、第4回

募集（受付期間：1月22日－3月23日）は33，375戸（同11．5％減）となり、低水

準にとどまっている。

＜公共投資＞

も　慧芸芸票豊票票票芸霊㌫認諾莞票禁票霊
単純合計）をみると、普通建設事業費は前年度比7．1％減となっている。

公共機関からの建設工事受注額（建設工事受注動態統計調査）は、前年の公共工

事着工統計調査と比較して、1月は9．8％増（参考値）の後、2月は1．6％減（同）

となった。同じく大手50社の受注額は、前年同月比で1月は2．7％減の後、2月は2

8．9％減となった。また、公共工事請負金鎮（公共工事前払金保証統計）は、前年同

月比で1月は17．1％減の後、2月は16，0％減となった。

＜輸出・輸入・国際収支＞

通関輸出（数量ベース、季節調整値）は、前月比で1月5．9％減の後、2月は3．5％

増（前年同月比5．8％減）となった。また、前期比で10－12月期は1．4％減（前年

同期比3．2％増）となった。

通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で1月1．3％減の後、2月4．3％減



（前年同月比2．9％増）となった。また、前期比で10－12月期は4．0％増（前年同

期比9．6％増）となった。

対ユーロ円相場（インターバンク17時時点）は、99年1月の発足時の134円台から

2000年10月下旬の89円台までユーロ安が進み、以降、ユーロ高方向に反転して

いる。

貿易・サービス収支の黒字は、1月は1．008億円（季節調整値）と前月比で4ケ月

連続の減少となった後、2月は6，347億円となった。

＜生産・出荷・在庫＞

2月の鉱工業生産指数（季節調整値、速報）は、輸送機械や一般機械等が増加した

ことから、前月比0．4％増となっている。

製造工業生産予測指数は、前月比で3月は一般棲械や輸送機械等により0．8％減　　J
の後、4月は輸送桟械や電気機械等により0．6％増となっている。この予測伸び率ど

おりに推移した場合、1－3月期の生産は前期比3．3％減（速報値による試算）にな

る見込みである。

2月の鉱工業生産者製品在庫指数（季節調整値、速報）は、前月比0．7％増となって

いる。また生産財の在庫指数は、昨年10月以降5ケ月連続で増加している。

1月の第3次産業活動指数（季節調整値、速報）は、サービス業や卸売・小売業．飲

食店等が減少した結果、前月比0．5％滅となった。

＜企業＞

企業収益は、平成11年以降改善している。今回の収益改善の特徴をみると、企業の

人件費抑制等のリストラ努力が挙げられる。業種別にみると、製造業では、変動費は

収益の圧迫要因であるが、売上高が増加したことの寄与が大きく、特に平成12年4

－6月期以降は人件費抑制も増益に寄与している。一方、非製造業では、平成12年

1－3月期までは主に変動費を減少させることで収益を増加させてきていたが、4－6

月期以降は人件費抑制の寄与が大きくなっている。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（3月調査）によると、全規模・全産業では、

平成12年度下期の経常利益は前年同期比1．0％・の減益の後、平成13年度上期に

は同1．6％の増益が見込まれている。

また、同調査で企業の業況判断についてみると、全規模で製造業は13％ポイント悪

化して△19％ポイントとなり、非製造業は4％ポイント悪化して△24％ポイントとなっ

た。

＜倒産＞

東京商工リサーチ「倒産月報」によると、2月の企業倒産件数（負債額1，000万円

以上）は1，460件（前年同月比2．3・％増）、負債総綾は11．340億円（同4．9％

ヽ

ヽノ



滅）となっている。また、帝国データバンク「全国企業倒産集計」によると、企業倒産件

数は1，448件（：同0．3％増）、負債総額は11・，1r53億円（同7．6％滅）となっている。

原因別にみると、「不況型倒産」は69．2％となっており、業種別にみると、建設業

は32．8％、卸小売業は29．0％となっている（東京商工リサーチ調べ）。

＜雇用情勢＞

総務省「労働力調査」の2月の完全失業者数（季節調整値）は、前月差11万人減の3

18万人となった。

厚生労働省r職業安定業務統計」の有効求人倍率（季節調整値）は、1月0．65倍の

後、2月0．64倍となった。新規求人倍率（季節調整値）は1月1．11倍の後、2月1．

も　芸慧芸品種によると、所定外労働時間。製造業，は、事業所規模5人以上では
1月季節調整済前月比1．7％滅（前年同月比4．2％増）の後、2月は同1．3％減

（同2．9％増）（速報値）と寧った。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」によると、企業の雇用人員判断D．王．（「過

剰」－「不足」）は、12月調査の9％ポイントから、3月調査では11％ポイントとなっ

た。

も

＜物価＞

日本銀行「卸売物価指数」の3月の国内卸売物価は前月比0．1％の下落く前年同

月比0．5％下落）、輸出物価（円ベース）は前月比2．4％の上昇（前年同月比4．

9％上昇）、輸入物価（円ベース）は前月比3．7％の上昇（前年同月比10．0％上昇）

となった。

日本銀行「企業向けサービス価格指数」の2月の企業向けサービス価格は前年同

月比0．7％の下落（前月比0．1％下落）となった。

総務省「消費者物価指数（全国）」の2月の生鮮食品を除く総合は、前年同月比0．

6％の下落（前月比0．2％下落、季節調整済前月比0．1％上昇）となった。「消費者

物価指数（東京都区部、中旬速報値）」の3月の生鮮食品を除く総合は、前年同月比

1．1％の下落（前月比0．1％上昇、季節調整済前月比0．1％下落）となった。

＜金融＞

無担保コールオーバーナイトレートは、3月は中旬まで0．15％前後で推移した後、0．

03％前後で推移した。3ケ月物ユーロ円丁旧ORは・3月は0・29％から0・11％に
低下した。10年物国債流通利回りは、3月は1．3％台前半から1．0％台前半に低

下した後、1・▼3％台前半まで上昇した。
東証株価指数汀0円X）は、2月末の1，241ポイントから、3月半ばには1，161ポイ

ントまで下落した後、下旬には、一時1，337ポイントまで上昇したが、月末には1，2



77ポイントまで再び下落した。日経平均株価は、2月末の12．833円から、3月半ば

には11，819円まで下落した後、下旬には、一時13．862円まで上昇したが、月末

には再び12．999円まで下落した。

対米ドル円相場はインターバンク直物中心相場、対ユーロ円相場はインターバンク1

7時時点の相場。

広義流動性は、3月（速報）は前年同月比3．2％増となった。金融機関（全国銀行）

の貸出（月中平均残高）は、3月（速報）は前年同月比3．6％滅（貸出債権流動化・償

却要因等調整後1．8％減）となった。3月のエクイティ市場での発行（国内市場発行

分）は、転換社債が350億円となった。また、国内公募事業債の起債実績は、6．53

0億円（うち銀行起債分200億円）となった。国内銀行の貸出約定平均金利（新規実

行分）は、2月は前月比で短期は0．014％ポイント低下し、長期は0．159％ポイン

ト低下したことから、総合では0．051％ポイント低下し1．835％となった。

●　月例経済報告等に関する関係閣僚会議配布資料
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